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問高齢化進展に伴う認知症伴走型支援事業の取り組みは。
答認知症の人やその介護者が安心して生活が送れるよう、
認知症の課題を感じた早い段階から、本人の生きがいに
つながるような支援や助言等を行う相談先の拡充を図る。
問地域経済に高い波及効果がある企業誘致の取り組みは。
答産業用地の創出に向けた取り組みに加え、空き産業用
地やテナントの情報を収集する取り組みを実施するとと
もに、企業立地奨励金制度などの支援施策を推し進める。
問今後市の社会資本マネジメントを含めた行財政運営は。
答公共施設等については、長寿命化、複合化等を含め、
再編に向けた検討を行う。また、市が優先的に取り組む
べき課題を明らかにし、より効果的な政策立案を行う。

問市政方針作成で何に重きを置き方針を決めたのか。
答物価高騰の影響を受けた市民の暮らしや地域経済を守
ることはもとより、将来に向かって川越市がさらに魅力
あるまち、住み続けたいまちであってほしいと考える。
問少子化対策での人材確保や育成についての見解は。
答子ども・子育て支援に関わる人材を確保、育成するこ
とは大変重要である。こどもまんなか社会の実現に向け、
地域全体で子どもを支えていく取り組みも必要になる。
問いじめや虐待の早期発見のため教職員の資質向上に向
けた取り組みは。
答研修会において、大学教授等を講師に加え、研修会の
内容を充実させ、より一層いじめ・虐待に適切に対応で
きるよう、教職員の資質向上に向け取り組んでいく。

問客引き行為等を防止する条例制定に向けた予定を伺う。
答川越警察署や商店街振興組合などと協議を進めるとと
もに、庁内調整および市民意見を反映させた上、できる
だけ早期の議案提出に向けて準備を進めていく。
問企業誘致を進めることへの市の考えを伺う。
答令和６年度に企業立地推進室を設置し、企業立地に対
する姿勢を市内外に発信するとともに、より多くの問い
合わせに対応することができる体制を整えることで、企
業立地に係る施策をさらに推進していきたいと考える。
問中学校部活動の地域移行への今後の取り組みを伺う。
答地域のスポーツ団体や文化芸術団体の代表者等と情報
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の共有を行いながら、地域の実態に応じて可能なところ
から進めていきたいと考える。

問自治体間競争と自治体間連携について、どう考えてい
るか市長に伺う。
答自治体間競争による税収・職員の確保等への努力が必
要である一方、道路や鉄道により生活が密着する圏域で
は、自治体間連携により効率的かつ効果的に実施可能な
事業もあるため、それぞれ意識して取り組む必要がある。
問学校部活動の意義と教育的効果について、どのように
捉えているか伺う。
答学校部活動は、中学校学習指導要領で、生徒の自主的、
自発的な参加によりスポーツや文化、科学などに親しま
せ、学習意欲の向上や自己肯定感、責任感、連帯感の育
成などに資するものと示されており、生徒の多様な学び
の場として、教育的効果が期待されるものと捉えている。

問課長級以上の女性割合は15%の目標だが現状で13%で
ある。行動計画目標の達成に向けた決意を伺いたい。
答女性職員の活躍の実現のためには、行動計画の目標の
達成が重要であり、その目標を達成するため、令和６年
度は、行動計画に掲げる取り組みを着実に実施していく。
問行財政改革推進計画アクションプランでは高齢者・障
害者福祉の削減がめじろ押しだが、社会的弱者への配慮
の考えを伺う。
答事業ごとに他市の実施水準などを踏まえ見直しをしよ
うとするものであるが、市民生活への影響も踏まえ検討
を丁寧に進める必要があると考えている。
問現時点で次期５期目への出馬への考えを伺う。
答５期目への出馬については、現在考慮中である。

問企業版ふるさと納税とはどのような制度か。
答国から認定を受けた地方公共団体が行う地方創生の取
り組みに対する企業の寄付について、法人関係税を税額
控除する制度であり、平成28年度から開始された。
問今回、基金をつくることによって何が変わるのか。
答寄付を基金に積み立てることで、寄付受け入れの翌年
度以降の事業費に充当できるため、より長い期間の寄付
募集や各年度の受け入れ可能額に制限されない等、事業
に賛同してもらえる可能性を広げることができる。
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